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はじめに
ナノテクノロジー（1）は人間社会を取り巻く情報、環境エネルギー、医療な
どの分野での未来技術として注目されている。（2）電子・情報産業では記憶媒
体の高密度記録素子、カーボンナノチューブなどを用いた高輝度高精細ディス
プレイ、光ファイバーなどによる情報伝達の高速化による光デバイス、高周波
化・高電力化した半導体デバイスなどが、また、環境エネルギー分野では高電
圧化、高電流化、高起動電力化した太陽電池、電解膜質の耐熱性・耐久性を向
上させた燃料電池などが開発されており、その応用範囲は広い。
人類の長い歴史をさかのぼると、時間の経過とともに次々に新しい技術の波
が押し寄せ、その波はしばらくして現れる次の波の土台となり、新しい波に飲
みこまれて、これを繰り返しながら社会は発展してきた。それとともに、我々
の生活も豊かになり便利になってきた。近年の日本経済の動きは、図 1のよう

図１　�技術の波（現在は IT の波をナノテクノロジーの新しい波が覆い始めた時期と
見なしてイメージ化されている）：出所：阿多誠文（2010）P9
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に「1980 年代のエレクトロニクス産業の成功に牽引され、90 年代は ITとい
う新しい波が胎動し、ナノテクノロジーの研究開発が本格化した 21 世紀初め
まで、ITはその絶頂期にあった」といえる。（阿多 .2010）
2000 年にアメリカのクリントン大統領が国家ナノテクノロジー戦略（NII）
を設立したのを契機に世界的なナノテク・ブームとなり、日本でも総合科学技
術会議が 2001 年に発足すると同時に大規模な戦略的研究開発投資が開始され
た。経済産業省や文部科学省がこの 10 年ほどの間に多くの予算を配分してき
ており、内閣府総合科学技術会議の資料によれば、2009 年度のナノテクノロ
ジー・材料分野への国家予算は 881 億円と、科学技術関係予算総額 1兆 6,869
億円の 5.2％を占め、2001 年には 2.9％であったので、かなりの伸び率となっ
ていた。しかし、2010 年以降はわが国のナノテク分野への国家予算は、事業
仕分けの影響もあり大幅に押さえられてきているのが実態である。
一方、米国では 2012 年度予算案における NNI は、対 2010 年度実績比
10.4% 増の 21.32 億ドルが要求されており、緊縮財政を強いられているオバマ
政権においても引き続き戦略的な重点投資が行われる。また、EUでは、2007 
年から 2013 年の FP7 で、「ナノサイエンス・ナノテクノロジー・材料・新製
造技術」への研究に FP6 の 2倍近い 35 億ユーロが配分される予定である。韓
国、中国、ロシア、台湾などでもかなり大規模なナノテクノロジー分野への研
究開発投資が強化・継続されている。
我が国のナノテクノロジーに関する国家戦略と諸外国との比較によると（3）、
諸外国の計画では、トップダウンでナノテクノロジーの開発方針を定め、それ
に応じて多年度にわたる予算計画を立て、研究開発拠点整備にも力を入れてい
る。さらに、予算計画だけでなく「ナノテク法」を定めている米国や韓国がある。
研究拠点は大規模なものであり、企業との共同研究を積極的に実施するととも
に、企業との契約や技術移転料を主な資金として運営を行なっている。これに
対し、我が国の科学技術基本計画ではナノテクノロジーを重点分野の一つとし
目標を定めているが、予算についてはわずかに「（重点分野については）特に
優先的に資源配分する」と記載されているだけであり、実行予算は各省庁から
の要求を積み上げた単年度予算のため、戦略的、継続的開発計画となっておら
ず、特に大規模な研究開発拠点が整備されていないことや教育に関する施策が
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ほとんどないことも指摘されている。

表 1　ナノテクノロジーの要素概念と基礎技術課題

要素概念 基礎技術課題
ナノ形成・加工　　 top-down ナノ加工、bottom-up ナノ形成、自己組織化
ナノ構造　　　　　 次元性、周期性、空間・空隙、粒子、超分子

ナノ界面・表面 物理的構造、化学的修飾、有機・無機・生体接合、固液界面、
ホモ／ヘテロ接合

ナノ物性 量子効果、触媒効果、電子・光・熱物性、力学特性、輸送現象
ナノ計測　　　　　 原子分解能、動的計測、3 次元描画、単分子・孤立細胞計測
構造設計・機能設計 超分子設計、計算機シミュレーション、自己組織化論

ナノテクノロジーは、工業分野、医薬分野、化粧品分野、食品分野、環境分野、
生活分野（4）など微細な世界であるとの共通項でくくれるが、その応用分野は
幅広く広がっている。なお、ナノテクノロジーの要素概念と基礎技術課題は表
1のように整理されている。機械的精度の向上がもたらす究極の加工技術の到
達点としてのナノテクノロジーを、今日ではトップダウンのナノテクテクノロ
ジーと呼び、このアプローチとは逆に、分子や原子を特定の場所に集積するナ
ノテクノロジーをボトムアップのナノテクノロジーと呼ぶ。これを可能にした
のは1986年にノーベル物理学賞を受賞したH. Rohrer, G. Binnigが発明した、
走査トンネル電子顕微鏡であり、その後走査プローブ顕微鏡の開発へと展開し、
通電した探針で原子 1個を摘み、目的の位置に置く原子レベルのナノ加工技術
の実現へとつながっている。
「平成 23 年版科学技術白書」によれば、平成 23 年現在の「ナノテクノロジー・
材料分野」の国家プロジェクト領域は（1）ナノエレクトロニクス領域、（2）
ナノバイオテクノロジー・生体材料領域、（3）材料領域、（4）ナノテクノロジー・
材料分野推進基盤領域、（5）ナノサイエンス・物質科学領域の 5領域が設定さ
れており、表 2のような研究テーマが各機関で推進されている。
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表 2　ナノテクノロジー・材料分野の主な研究課題（平成 22年度）
府省名 研究機関等 研究課題

総務省 情報通信研究機構等 ・ナノ ICTに関する研究開発

文部科学省

　

・元素戦略
・ナノ環境機能触媒の開発
・組織制御構造体の開発
・ 先端研究施設共用イノベーション創出事業（ナノテクノロジー・ネット
ワーク）
・ナノテクノロジーを活用した環境技術開発

物質・材料研究機構

・ナノテクノロジー共通基盤技術の開発
・ナノスケール新物質創製・組織制御
・ナノテクノロジーを活用する情報通信材料の開発
・ナノテクノロジーを活用するバイオ材料の開発
・環境・エネルギー材料の高度化のための研究開発
・高信頼性・高安全性を確保する材料の研究開発

理化学研究所

・物質機能創成研究
・先端光科学研究
・分子アンサンブル研究
・動的水和構造と分子過程研究
・物質の創成研究
・極限エネルギー粒子観測装置の開発研究

厚生労働省 厚生労働科学研究費
補助金

・ 超微細画像技術（ナノレベル・イメージング）の医療への応用に関する研究
・低侵襲・非侵襲医療機器の開発に関する研究

農林水産省 　 ・食品素材のナノスケール加工及び評価技術の開発

経済産業省

・低炭素社会を実現する新材料パワー半導体プロジェクト
・低炭素社会を実現する超軽量・高強度革新的融合材料プロジェクト
・希少金属代替材料開発プロジェクト
・ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術開発

産業技術総合研究所

・ソフトマテリアルの設計と機能部材の開発
・レアメタル省使用技術の開発
・ナノシミュレーション技術の開発
・ナノカーボン材料の大量合成技術開発
・微細成型によるMEMSデバイス製造と集積化技術開発
・無機・有機ナノ材料の適材配置による多機能部材の開発

新エネルギー・産業
技術総合開発機構

・鉄鋼材料の革新的高強度・高機能化基盤研究開発
・がん超早期診断・治療機器総合研究開発プロジェクト
・カーボンナノチューブキャパシタ開発プロジェクト
・スピントロニクス不揮発機能技術プロジェクト
・異分野異業種融合ナノテクチャレンジ
・ ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術開発－うち窒化物系化
合物半導体基板・エピタシャル成長技術の開発
・ ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術開発－うち新材料・新
構造ナノ電子デバイス
・循環社会構築型光触媒産業創成プロジェクト
・三次元光デバイス高効率製造技術
・マグネシウム鍛造部材技術開発プロジェクト
・先端機能発現型新構造繊維部材基盤技術の開発
・半導体機能性材料の高度評価基盤開発
・低損失オプティカル新機能部材技術開発
・次世代光波制御材料・素子化技術
・革新的マイクロ反応場利用部材技術開発
・高機能複合化金属ガラスを用いた革新的部材技術開発
・サステナブルハイパーコンポジット技術の開発

環境省 　 ・ 化学センシングナノ粒子創製による簡易型オールプリント水質検査チッ
プの開発

出所：文部科学省『平成 23 年版科学技術白書』
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このようにナノテクノロジー分野は超微細物質を扱う分野であり、物質が超
微細になると思いもかけないような特性を発揮し、そのような特性を生かせる
利用分野が期待されているが、今までの自然科学の概念を変えるような挙動を
示す超微細物質も生まれる可能性があり、健康・衛生や環境への影響、その応
用分野も含めた社会的影響度や社会受容の課題が、研究開発の最初の段階から
考慮される必要性が叫ばれている。
特にナノ材料のリスクは、その材料の固有の有害性であるハザードと、その
材料にどれだけ接触するかを示す暴露量で定義される。たとえば、直径 1mm
の粒子 1個を、直径 10nmの粒子にすると表面積は 10 万倍、その個数は 1,000
兆個となる。物質の生体への影響が主にその表面積に依存する場合、ナノ材料
を用いることは人体への良い影響を効果的に発揮できる反面、負の影響であれ
ばその使用に際して何処まで許容できるか、どうしたらそれ以下の暴露量に保
てるかなど、管理のためのルールが必要となる。（5）ナノテクノロジーのリス
ク管理や標準化が政策課題として浮上しており、経済協力開発機構（OECD）
や国際標準化機構（ISO）の動きも活発になっている。
21 世紀にその発展が確実視されるナノテクノロジー分野でのイノベーショ
ンは、今後はナノサイエンスで得た知識を具体的に応用展開していくナノテク
ノロジーに比重が置かれ、一層加速度的に進むことが期待されている。そして、
それを具体的な製品として事業化に如何に展開していくかが注目されている。
とはいえ、「ナノテクノロジーと称しているものの多くが、実際には物質科
学の焼き直しの段階に過ぎず、それによって、ナノチューブ、ナノワイヤなど
を製造販売するだけのナノテク業界が生まれ、それも薄利多売によってごく少
数の業者しか生き残らないだろう」との悲観的な見方もある。しかし、産業界
の取り組みの状況がどのような段階にあるかは開発途上にあるものが多く、市
場性を含めて不確定要素が高いために、あまり明らかになっているとは言えな
い。論文数とか特許件数とかが注目されるが、先端的な研究開発に取り組む企
業はむしろ真似されること恐れ、先端技術分野の情報公開に前向きでないこと
もその理由であろう。一方、ナノテクノロジーの事業化のためには、大きな設
備や大量生産のノウハウ、ビジネスを行う上でのネットワーク等が極めて重要
であり、これが成長の前に横たわる ｢デスバレー（死の谷）｣の要因となって
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いる。
そこで、本調査研究ではナノテク関連の分野で実用化・事業化に取り組んで
いる 3社の事例を通して見えてくる先端産業分野での事業化の課題に注目した
（6）。
事例とした 3社の一つは大企業の R&D部門のケース（事例 2）、一つは大
手企業が開発した技術を応用したビジネスを展開する系列企業（事例 3）、も
う 1つのケースはリストラにより撤退した部門を引き受けて独立開業し、新規
分野の開拓を進めている精密測定技術を売りとする小規模企業（事例 1）であ
る。

企業事例 1　オプトウエア社（7）

（1）設立の経緯
オプトウエア株式会社は 1998 年 11 月に足利市に設立され、売上高は 1億
7000 万円（2011 年）、従業員数は 12 名である。
ルーツはコパル電子（株）（現：日本電産コパル電子（株））の技術研究所で
レーザー応用計測を担当していた技術者達で、コパル電子の IPOに伴う事業
整理で、同分野から撤退することになったことから、そのまま事業を譲り受け
る形で独立開業している。したがって、同社の主たる業務領域はレーザーによ
る精密測定技術を背景に、それを応用したナノレベルまで高速に測定できる産
業用の検査装置が主たる事業分野となっている。
桐生市周辺には戦時下で疎開してきた企業が戦後もそのまま残留し発展を遂
げてきた企業が少なくない。（8）その一つが東京下谷の鶴巻時計店の一族が始
めた掛け時計の老舗であった英工舎だが、同社は戦後になり ,桐生から　東京
に戻っている。旧英工舎の社員で、労組役員をしていた佐々木喬（東工大電気
科卒）が中心となって 1949 年に（株）桐生英工舎を設立し、1951 年には国内
初のサーボモーターの製造販売を開始した。1960年には社名を日本サーボ（株）
と変更し、1962 年に東証二部に上場するまでに成長している。
この日本サーボ（株）の創業者である佐々木氏は、（株）コパル（現日本電
産コパル（株））から 45％の出資を受けてコパル電子（株）を 1967 年 4 月に
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設立している。（9）同社は小型精密可変抵抗器、小型精密モーターの研究開発
及び販売を目的に設立されており、1983 年 9 月にポリゴンレーザースキャナー
の製造･販売を開始している。1998 年 2 月にコパルがコパル電子の株式を日本
電産に譲渡し、日本電産（株）が資本参加して、1999 年には商号を「コパル
電子（株）」から「日本電産コパル電子（株）」と変え、2000 年には東証二部
への上場がなされた。

（2）オプトウエアの設立と社長菊地氏の経歴
オプトウエア（株）の現社長　菊地弘氏は 1955 年生まれで、群馬大学工学
部電気科を卒業して、1980 年にコパル電子に入社している。（10）初代社長はコ
パル電子の常務経験者だが、今は社長を菊地氏に譲っている。法務関係はコパ
ル電子の役員経験者に相談するなど、大企業の役員経験者が菊地氏のメンター
役を担っている。菊地氏自身は 8％しか自社株を所有していない。
1980 年頃の桐生市は大手の遊戯機器メーカー（パチンコ：平和産業、三共、
西陣）が集積しており、電動パチンコのモーター部分はコパル電子が大量に供
給していた。菊地氏は、入社後 3年間は商用周波数を利用した同期モーター（コ
ンデンサーモーター）の設計･開発を担当しており、ユーザー企業が「球をこ
う飛ばしたい」という要望を持ってくるので、その顧客ニーズに柔軟に対応し

- 6 -

写真 1　ポリゴンレーザースキャナー（12面）の例
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ていた経験がある。
コパル電子ではレーザープリンターの心臓部に使われるポリゴンレーザース
キャナー（写真 1参照）を 10 年以上に渡り独自に開発してきた。ポリゴンレー
ザースキャナーはプリンター内部でレーザー光を反射させて感光ドラムに伝え
るために使われる。キヤノン、コパル電子 ､不二越、東芝機械などが、レーザー
プリンターの共同開発を始めたころから、そのプロジェクトメンバーとして加
わっていた。
その後、菊地氏はレーザープリンターの心臓部である光学エンジンの開発を
担当していた。当時は沖電気、松下など多くの電気メーカーも手がけていたが、
勝ち残ったのはキヤノン、リコーなどであり、当時は HPのレーザープリンター
もキヤノンが OEM供給していた。キヤノン、リコーなどはキーパーツを調達
すれば自前で設計して光学エンジンを作ることができたが、後発メーカーは技
術的にできないので、後発メーカー向けにユニット化したものを提供するよう
になった。
部品から周辺の部分も開発・設計するので、ユーザーがどのように使うのか
がわかり、菊地氏にとっては、このときの経験がユーザーニーズに応えていく
良い勉強になった。研究所で 2年間は新技術の開発に取り組み ､事業部に移っ
て 2年間は実用化するといったサイクルを何回か繰り返してからは、レーザー
応用計測分野を担当していた。しかし、コパル電子が 97 年に店頭公開をする
際に、事業の選択と集中が進められることになり、ポリゴンレーザースキャナー
の製造部門はそのまま残ったが、菊地氏らが担当していた計測器への応用部門
は採算性が低いため撤退することとなった。（11）

コパル電子では部品メーカーに徹するという最終的な経営判断がなされて、
ポリゴンミラー応用製品の事業から撤退したのだが、それを契機に、社員持ち
株会で持っていたコパル電子の株を売却して資本金を捻出し、応用技術の研
究をしていた同僚の技術者 4人とともに「採算性が高い事業であることを証明
したい」と考えて、一緒に創業した。3ヶ月後に 1人増えて、さらに増えてと
いう形で 8人ぐらいがコパル電子の元職場から移ってきた。MBOという形で
1998 年にその部門を非常に安い値段で、商権、設備などの対価を払って譲渡
してもらい分離独立したのがオプトウエア（株）である。
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仕事を始める上で最低限必要な光、機械、電気、ソフトウェアのキーマンが
揃っていたことが、創業に踏み切る大きな要因でもあった。「1人でも技術レ
ベルの低い人がいると、作る製品が全てその低い水準に合ってしまう。それで
は開発の仕事はできない」と、外に頼れば付加価値が減ってしまうので、そこ
が重要なところでもある。コパル電子側にとっても ､当時の顧客に対する供給
責任を継続的に果たしたいとの意向もあり、営業権を無償で譲渡したのであっ
た。

（3）ポリゴンレーザースキャナーの応用
同社では、レーザー技術を活用した形状計測を中心に事業を展開している。
自動車用のタイヤや防振ゴムなど柔軟性があり変形する素材の非接触計測や、
μm単位での 3次元計測が必要な CPU基盤などの半導体関連の高速検査機も
得意とし、nm単位の計測装置も手掛けている。
レーザープリンターに応用されているポリゴンミラーはアルミ製の鏡（通常
は 5～ 20 面）を回転させながら光をスキャニングする。アルミ製の鏡を研磨
なしで、ダイヤモンド切削して鏡面にすることを狙って開発していた東芝機械
は、1978 年に球面空気静圧軸受主軸を搭載した超精密金属ミラー加工機を完
成させた。米国にポリゴンミラースキャナーを作る企業が 2社あったが、軍需
用にアルミを研磨して鏡面加工をしており、当時 1個 150 万円／台にもなって
いたが、切削加工だけで鏡面仕上げを可能にすることで 1万円／台にコストダ
ウンされた。現在ではレーザープリンター用ポリゴンミラーは中国工場で大量
に作っており、ミラー面の平面度要求が低い（300nm程度）ので 500 円／台
以下にまでコストが下がっている。
測定用ミラーの平面度はλ/10（約 60nm）ぐらいの精度で 50 万円ぐらいす
るが、レーザープリンター用ならそれほどの精度は求められない。使う材料は
基本的に同じだが加工精度を一桁上げるだけで値段が 3桁ぐらい違ってくる。
加工精度を上げる要因は、いかに機械を使いこなすかでもある。加工ノウハ
ウが沢山あり、当時は新しい機械を購入したときの検証でも、工作機械メーカー
の技術者に治工具を一切見せなかった。機械メーカーの試し切りよりもずっと
高い精度で切削する技術力があったからである。治・工具のノウハウが大きく、
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ダイヤモンドバイトの先端の掬い角をどうするとか、ミラー面を削るときにミ
ラーブランクを押さえつけるが、1μm以下の精度では押さえただけで、動く
し、削って離すとまた戻ってという形になってしまう。さらに削るときの温度
の問題もある。当然、計測しながら削るのだが、そのノウハウがあり、そのた
めにかなりの投資をしている。この高精度な測定用ミラーの平面加工を自社内
でやれる企業は今でも国内に 2、3社しかないという。
初期段階では、この機械加工ができる人はコパル電子のこの人という具合に
なっていた。その担当者は世の中にミラーを切削する機械がなかった時代から
関わってきた切削のプロであり、当時は 45 歳ぐらいだったが、今はコパル電
子を退職している。
昭和 42 年に、ベンチャー企業として立ち上がったコパル電子（現日本電産
コパル電子）には新卒入社は少なく、他社での経験者が圧倒的に多く、中途採
用であった。当時のコパル電子は 100 人未満の人員であったが、2年に 1回ぐ
らい移転しながら拡張に次ぐ拡張で成長していた。
最終的にはポリゴンミラーの研究開発は一段落した。「市場に競争相手がい
ないレベルまで技術的には到達しており、次はポリゴンミラーを使って、何か
新しい応用ができないかとのテーマに取り組んだ」という。ポリゴンミラーの
製造は今でも全てコパル電子が担当している。ポリゴンミラーの製造は設備産
業となっていて、もし、新規に測定用のものを 1個だけ作るとしたら、建物を
除いて数億円かかってしまうほどである。
ポリゴンミラーを作るノウハウはコパル電子にあるが、それを使いこなすノ
ウハウはオプトウエア社にある。コパル電子と資本関係は全くなく、別の会社
だが、車で 10 分のところにコパル電子のポリゴンミラーの製造拠点があるの
で、親密な関係が続いている。

（4）拡大するビジネス分野
「ナノテクという言葉は曖昧である。どういう方向付けの技術開発を行いど
ういう方向で行くのかというのは腹の中にはあるが、実際はそれを決めるのは
お客様である」と、むしろ、ビジネスとして成り立つのが前提である。「我々
のビジネスはレーザー測定のキーとなる技術を持っており、ニーズに合わせて
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できることをやっているのが実情」である。
同社の事業分野は表 3のように①研究機関への技術支援と開発試作、②量産
ライン用専用計測装置、③ OEM開発、製品供給、④特殊環境下での計測技術
の 4分野からなる。
「ニーズは沢山来るが、シーズは少なく、技術のネタは常に大学に求めている」
という。仕事は、顧客が物を持ってきて ､「これを測る機械を考えてくれ」と
依頼される。ほとんどの場合、どういう測定器が欲しいという仕様書が来るわ
けではなく、「ここを測りたいが ､引き受けてくれるところがないので ､何と
かならないか」と相談に来る例が多い。

表 3　受託開発分野の例

1．研究機関への技術支援と開発試作
　・燃料電池部品の表面形状検査
　・車両自動運転支援技術
2．量産ライン用専用計測装置
　［自動車関連］
　・ウエザストリップ断面形状監視
　・タイヤ・インライン検査
　・完成車ボディ検査
　・エンジン部品形状、キズ検査
　［その他］
　・鋼板ライン用酸化クロム膜厚計 
　・ウエハステージ形状検査
　・タービンブレード形状検査
　・透明フィルムの凸凹検査
3．ＯＥＭ開発、製品供給
　・基板用ＢＧＡ検査装置
　・自動ＴＩＧ溶接機用視覚センサ
4．特殊環境下での計測技術
　・送電線ギャロッピング測定
　・原子炉内形状計測

　
　・次世代光通信技術開発の支援
　・電力関係の保守・点検技術
　
　
　・ドライブシャフトブーツ検査
　・ステンレスパイプの検査装置
　・バンパー形状測定
　・内装材、シートの組立精度、シワ検査
　
　・溶接ビード形状検査
　・食品（菓子類）形状測定
　・ICカード形状検査
　・コイルバネ端面切削形状検査
　
　・FPDパネル用シリアル番号露光機
　・FPDパネルストッカー用位置センサ
　
　・電車台車の着雪量判定装置
　・高速鉄道・軌道固定ボルト緩み計測

従って、メインの仕事は測定器ではなく、検査機の分野である。「ナノレベ
ルのものを作るときに ､研究開発の段階では電子顕微鏡やレーザー顕微鏡で測
れるが、それが量産に移ったときに ､100 万個／月の量を 1個ずつ電子顕微鏡
で検査をしていたら 100 円で売るものが 10 万円にもなってしまう」と、量産
ライン用専用検査装置の仕事が多い。
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その意味から最先端の分野は仕事になっていない ､むしろそこより少し下
がった分野がビジネスになっており、「仕事のネタはそこに沢山ある」との認
識でもある。
液晶関連のフィルム製造工程で、製品を検査する装置に求められる精度が厳
しくなってきており、より高精度・高速の検査装置を新規に開発している。同
社では依頼を受けてから工場に設備を設置するまでがビジネスであり、最近の
例では、LED照明用の部品の検査装置を開発した。従来のやり方では個別に
手で測っていて 1個検査するのに 1分かかっていたものを 0.2 秒間／個に短縮
している。
測定精度が 1～ 10nmの精密測定をする方法もあるが、そこまでの精度は求
めないが、それに準ずる精度を短時間で大量に検査できる機械があまりない。
自動車部品、半導体、液晶などを作っている企業はこれを理解しており、10
年間ほどこの仕事をしてきて、実績もあるし、知名度も上がってきているので、
開発の初期段階から声をかけてくるケースが増えており、「2年後にこういう
ものを作るが、これを評価できる方法を同じ開発プロジェクトの中でやってく
れ」といった具合に依頼を受けている。
測定部分の開発プロジェクトは相手先の生産技術者と一緒にやるのではな
く、ほとんどが請負契約で独自に開発しているのだが、納入後のメンテナンス
の問題があり、当初のメンテは引きうけるが、フォローしきれないので、図面
など全ての情報を顧客に渡し、メンテも相手先にやってもらう契約にしている。
つまり、部品図から全ての図面をつけて納入するのである。そして、特許が成
立した場合には、それで得た利益を受け取る契約とはなっているのだが、実際
には特殊な製造装置や検査装置であるため、特許を申請しないのが普通である。
つまり、真似されたとしてもできあがった製品を見ただけでは製法や検査方法
が特許侵害となっているかどうかは解らないのがその理由でもある。ここ 5年
ほどは NDA（Non-Disclosure Agreement：秘密保持契約）や共同開発委託契
約がきつくなっており、「契約書にするか覚え書きでとどめるかは別として ､
ほとんど文書を取り交わしている」とのことである。したがって、特許収入に
はあまり期待できない。
このように、設備開発の初期段階のフェーズから加わるため、顧客は生産技
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術開発とか ､開発部門の担当者がほとんどで、製造部門や購買からの話はほと
んどない。例えば、日産なら厚木のテクニカルセンターの計測技術部（日産社
内の計測技術の専門部署）との取引になる。また、ある自動車部品メーカーの
場合は、革新的な新製法の設備に同社が開発した検査装置が組み込まれたが、
このときも予算を含めて窓口は生産技術部門であった。
したがって、「購買から話が来たことは一度もない」という。しかし、商社
は例外で、「このようなことで困っているのでどこか探してきてくれ」と頼ま
れて、同社を訪ねてくる。日立ハイテクなどエンジニアリング系の商社がそれ
で ､専門特化した商社からの依頼が多い」という。「輸入品の検査機を扱って
いて ､客先に既に納入済みだが、客の要望に応えられないで他のものを探した
けれども無くて、相談に来る」といった具合で、「ホームページを見て、直接
コンタクトを取ってくるケースもあるし ､商社からの紹介で訪ねてくる」こと
もある。
依頼されるのはナノテク分野に限らない。珍しいところでは、吹雪の中では
送電線が氷結し、風の中では翼のようになって浮力が発生し、通常は垂れ下がっ
ているものが、風が吹くと浮き上がってしまい、鉄塔間で共振を起こして、電
線が大きく暴れて電線同士が近づきスパークして断線してしまう。これを事前
に予知できれば、送電系統の回路を切替するだけで事故を防止できる。そこで、
吹雪の中で電線の挙動を自動監視する装置の開発を依頼された。100mほど離
れたところからレーザー光線で電線の動きをレーダーのように測定する。この
装置は吹雪の中でも、電線の挙動を動画のように見ることができる。
現在は、産業分野の顧客に対して、製造工程の中に計測速度の高い検査機を
組み込み ､リアルタイムに工程の中を監視することで不良を出さないようにす
るという提案をしている。例えば、導入すれば年間 1億円のコストダウンにな
るとすると、3千万円までなら設備投資が可能と言った判断となるため、投資
効果が明確になる分野である。完成品を測定して、不良品をはじく検査機では、
このような投資効果は期待できないであろう。
半導体や液晶パネルは製造工程が見えないので中で何ができているか解らな
い。そこで、検査をやりながら作ることで大幅に歩留まりを向上できる。メー
カーにもよるが液晶パネルの直行率は数 10％と言われており、これでは採算
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が合わないので ､各工程で検査・修理を繰り返す工程になっている。一方、修
理するためには認識番号が必要となる。大きなパネルから 8枚の液晶パネルを
取るときに ､2 次元バーコードで個別の認識番号を各パネルに書き込むのだが、
そのバーコードを書き込む設備を製造している企業からの開発依頼がありすで
に市場に投入している。その設備のキーとなる部分は同社が受け持っていて、
この 3年間での新規設備の販売シェアの大部分を確保している。装置全体の企
画から請けることは少ないが、技術的にキーとなっている部分の相談を持ち込
まれて ､その技術を純化させて、まとめていくのである。その中で何件かは大
学に技術のネタを求めたりしている。
大面積を一気に nmオーダーの精度で転写するナノインプリントという技術
があるが、それがうまくできているかどうかを測る技術を開発している。大面
積に nmオーダーの形状をインプリントすると世界が変わると言われている、
例えば、車のフロントガラスに貼るだけで水がきれいに弾けてしまうとか、形
だけで赤外線を集めるとか、それができれば発電効率が 5％あがるとか、化学
メーカーはこれを実現しようと力を入れている。
計測分野でのナノテクは 1㎝、1㎜、1μmの先のナノテクであって、連続
性がある。これに対し、素材分野ではナノレベルの粒子のように、物質の挙動
が変わり、重力が支配的であったものが、静電気が支配的になり、いつまでも
沈殿しないとか、非連続的な特性を示すことが多い。したがて、ナノテクノの
世界では開発と共に評価方法の研究も同時に進めなくてはならない。

（5）産官学連携の実情と問題点
「行政が旗を振って産学連携をやっており、産官学研究会もあるが、そこを
通しての成果は今のところあまり無い」という。群馬大学の先生とは距離的に
も近いので個人的なネットワークで共同研究をやっているそうである。必要に
応じてインフォーマルにできあがったネットワークの方が自然であるとも言え
よう。
また、イノベーションジャパン（JSTと NEDOの主催の大学見本市）が国
際フォーラムを会場として開催されているが、そこでは各大学の研究成果を
400 ぐらいのブースを出して展示しており、「そこで毎年 1件ぐらい共同研究
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につながる」ことはある。この場では大学対大学、大学対企業との連携が出て
おり、海外の大学も 20 校ぐらい参加している。
「TLOから技術を導入した例はないが、TLOから技術を導入する企業に対
して技術的なサポートをしてくれないか」と声がかかることがある。中小企業
には新規技術を導入したくても人的、技術的な余力がなく、中小企業に対して
は、TLOがかけ声倒れになっており、あまり機能していないことが伺われよ
う。「大学の先生に協力してもらっている感じはある。08 年には茨城大学工学
部と新しい製品の開発を一緒にやったし、過去にも茨城大学、群馬大学、東北
大学 ､立命館大学など 5校ほどと付き合いがある」という。しかし、「NTTの
研究所に在籍していた研究員が立命館とか ､九州大学などに移られて、以前か
らの人的つながりで交流が続いている」とのことで、もっぱら個人的な人脈
に依存している。「NTTの研究所では 45 ～ 50 歳になると大学に流れる人が多
く、その方達が当社で何をやっているかを憶えていてくれ、一緒にやろう」と
声がかかるとのことである。
国立大学が独立行政法人になってから大学に民間企業からテーマを持ち込む
ことが増えている。しかし、「どうお金を貰ったらよいのか解らないので ､一
緒に入って窓口になって欲しい」といったことから、企業との架け橋的な役割
を担うこともある、つまり、同社が窓口になって仕事を請けて、先生と企業を
繋ぐ役割を果たしている。「民間企業から来月までにやって欲しいなどと依頼
されても ､大学の先生は授業もあるのでできないし、日本の TLOは特許など
が既に確立しているものを売ることを主体としている。アメリカなら研究所が
有償の委託研究として請けるケースが多いが、日本では産学連携の事務局が
あってもあまり機能していないのが実情である。「大学には狭い分野だが尖っ
た技術は沢山あるが、現場で利用できるノウハウは、光の世界でいえば装置を
作るときの 5％ぐらいにとどまる。原理的には光をこう使えばこういうことが
できる」という段階で終わっており、これを現実の世界に適用するためには、
工場の汚い環境に置いて、5年間も安定的に動かさなくてはならないので、そ
こに多くのノウハウがあるとも言えよう。
顧客のニーズに応えるには 1人で全ての領域をカバーするので、創業時に専
門の異なる 4人の技術者で始めた理由がそこにある。大学では、レーザーを当
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てて ､干渉を見れば 10nmまで見えるという科学的な知識は確認できるが、「お
客さんは『1個／秒で検査をして不良品をはじいて欲しい』というのが要望で
あり ､それを 5千万円の予算で完成して欲しい」と言われても大学の先生には
できない。尖ったシーズは持っていないが、それよりも①現場で使うためのノ
ウハウと、②いろいろなところから依頼されるので ､その経験が生かせるのが
同社の強みである。
「材料分野ではトップ技術がいきなり製品になるが、計測技術ではそのよう
なことはなくて、どちらかといえば最先端技術があっても、それよりはこなれ
てきた少し前の技術が一番利用されている」と技術の性格が市場ニーズへの対
応に違いをもたらしているとも言えよう。
公的補助金は県の産業技術センターから情報が自動的に入ってくる。一度補
助金を受けたことがあるので、その後は「逆に声がかかる」と、役所の世界は
実績があると書類を作成できる会社に声をかけてしまう傾向がある。同社が単
独で補助金を貰う例はそれほど多くなく、産業技術総合研究所や理化学研究所、
超伝導工学研究所などとの連名での申請である。申請書を書くのに付き合わさ
れるが、補助金が通りやすい雛形があるので申請しやすいこともある。
筑波の共同利用施設は使ったことはない。距離的に遠いのがその理由で、群
馬県と栃木県の産業技術センターを主に利用している。「群馬県の工業技術セ
ンターとは人的に交流があるので ､相談に行ったり、1億円もするような機械
を使わせて貰ったり、逆に貸してあげることもあり、交流は頻繁」である。大
学にも共同利用施設には立派なものがあるので ､「使わせて貰っている」。高
額設備は積極的に利用させてもらうのが基本である。しかし、「特定の目的を
持った実験をする場合には何が要るか解らないので、そのような試験は大学に
行ってもできない」ので、自前でやることになる。

（6）加速化する技術革新
機械技術は漸進的であるのに対し、半導体などはある日突然ステップ状に変
化してしまう。レコードからＣＤになったときのように劇的に変化してしまう
世界である。半導体にしても自動車部品にしても現在主流の技術を提供してい
る会社でも次には敗退してしまう可能性もある。新しい技術をどこかで採用す
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ると、寄って集っての競争になるので ､負けた会社は一時その分野から退場し
てしまう。次の新しい技術が出てきた時に再び競争が繰り広げられ、返り咲い
たり、新しい主役が登場したりで交代が進む。新しい技術が出るたびに、主役
が変わっており、依頼してくる顧客にはそのような業界の企業が多いので、技
術変化への柔軟な対応が常に求められている。
「今は商売として成功しているが、次に他社に取られないように、自分たち
の技術を否定する技術をやりたいが、社内ではできないのでオプトウエアで
やってくれ」と依頼されるという。業界の主流になってしまうと自前でやって
いる余裕が無くなってしまうとも言えよう。
本格生産の段階では設備メーカーの開発技術者は現場に入ってしまうのでそ
の対応に追われ ､納入先の台湾、中国へと飛び廻って多忙を極めている。しか
し、オプトウエアなら 10 人ぐらいがそのテーマに集中的に取り組むことがで
きるので、かつ計測分野でこの人数規模の技術者を次世代技術開発のために投
入できる会社はあまりない。基礎研究所であるなら組織で分けることも可能だ
が、製造装置や検査装置を商売にしている会社ではそのような余裕はない所が
多い。「オプトウエアに頼んでしまえば、一年に 3千万円とか投資をして ､う
まく行けば御の字だし、失敗しても試験研究費として落とせる」ので、そのよ
うな形で仕事を請けるのである。同業他社は少なく、特に大手企業はない。
ベンチャーキャピタルからも出資の話はあるが、規模拡大を急ぐ理由はなく、
むしろ、大々的にやっていないから仕事が来るとも言える。「もし、資本を入
れてテリトリーを拡大すると、今来ているお客さんの仕事とぶつかってしまう」
と、規模拡大の考えは今のところ無い。「イメージとしては 30 ～ 50 人ぐらい
の規模が最大でしょう」と判断している。「それ以上に仕事を展開するには、テー
マに応じて何社かで組めばよく。コアになる会社はそれほど大きくなくても良
い」と考えている。社内にプロジェクト単位で人を抱える形にすると、技術革
新が激しい業界なので ､10 年、20 年後には使えない人間が大量に出てきてし
まうという側面もあり、それはむしろ避けたいので、「ある程度流動化してい
た方が良い」との考えである。

ナノテクノロジー分野での事業化　195

Hosei University Repository



（7）取引関係

比較的取引のある外注企業は 3、4 社あるが、それらの会社は専業の外注先
ではない。いずれも 10 人規模の会社だが、100％依存されても困るので、部分
的に連携する形になっている。つまり、資産を持たず、人を抱えず、常に身軽
な形で動けるようにしており、いつでも新しいものを取り込める会社を目指し
ている。
ミラー加工はコパル電子に依頼しているが、「他には売らない特注品をきちっ
と作ってくれる。昔からの密接な関係があるし、切削や制御の専門の優秀な技
術者がいるし、工場も近いのでコミュニケーションも取りやすい」と長期安定
的な取引となっている。
ミラー以外にもキーコンポーネントがいくつかあり、カタログには載せてい
ないが、独自で発案して ､スウェーデンで作ってもらったりしている。「作っ
てくれるところが無くて ､探してたどり着いたのがスウェーデンの企業だっ
た。」
海外企業とは計測や軍事利用の場合に付き合いが多くなる。前の会社で働い
ていたときに、イーストマン・コダックや米国ゼロックスから人が来ていたし、
イスラエルはプリント基板の検査機が一番進んでいたので、その分野の技術者
がきていた。また、軍需関係ではヒューズ・エアクラフト、US　ARMYとか、
日本では日本アビニオクスとかとの取引実績もある。

（8）扱っている技術領域
どういう性質を使うかによって、技術領域は変わってくる。
①　レーザー・レーダー
レーザーを反射させて出すのとは逆に、回転させながら光を捉えて検出する
こともできる。反射させて帰ってきた時間を見て、時間で距離を換算するのだ
が、この原理は赤外線探知装置に使われている。
②　レーザー形状計測
基本的には三角測量の原理で、光を当てたところを別の位置から見て、それ
が何処にあるかをカメラで光の当たっている位置を見て、ある基準からどれく
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らい離れているかを見る。
③　光干渉
光には波動性と粒子性があるが、波動性を利用する。レーザーは非常にきれ
いな一定周波数になるので物にあたって距離が変わると位相が変わり、縞がで
きる。単色光なのではっきりと縞がでる。そうすると 1波長の長さが目盛りに
なって測れるので、１nmぐらいになる。赤い光は1波長が0.6μmぐらいあり、
青は 0.4μmぐらいで ､これを物差しにするとスケールが 400 nmとか 600 nm
なので、例えば 400 nmの光が当たって帰って来るときに、行く光と帰る光で
干渉を起こすので、360 度の位相計測で１nmが見える。180 度では光は戻っ
てこないが、少しでも傾けば光が戻ってくる。その戻ってくる光の強さから測
るのだが、受ける側ではそれが等高線のような縞模様になり、それをカメラで
読み取って、位相が何処にあるかを見る。
これはレーザーインターフェロメーターという製品になっており、１m離
れたところで１nmが見える製品になっている。HPが最初に作ったが、いま
でもアジレントの主力製品であり、精密な工作機械の校正用スケールとして使
われている。
同社のものは磁気ヘッドの形を測るのに使われている。250GBとか 450GB
のハードディスクの磁気ヘッドと相手との空間は 10 ～ 20 nmぐらいで浮いて
いる。20 年前の 10MBぐらいのヘッドは窒素ガスの中で 5μmぐらい浮いて
いた。現在も窒素ガスの中だが、ヘッドの部分の形状が特殊な形に設計されて
いる。その精度がナノオーダーであり、1μmに対して 10nm傾けておけば窒
素分子がぶつかってこれくらい浮くとか検討する。つまり、「分子レベルの衝
突のエネルギー計算をしており、作った物を全て検査するわけではないが、う
まくできているかどうかを検査できないか」という相談を受けてそれ用の測定
器を作った。

NTTの研究所の研究成果を社会に技術移転する会社が NTTアドバンス・
テクノロジー社である。NTTの研究所からノウハウの提供を受け、オプトウ
エアが光学系を完成させて、NTTブランドで計測器として出荷したのである。
その方が付加価値も高くなるからで、ハードディスクの先端しか測れない特殊
な測定装置だが、最終的には１機１億円になってしまうので、まだ３台しか作っ
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ていない。
④　レーザー走査計測
ナノテク関連のエンジニアリング会社的な性格を持っており、ナノテクで開
発した物を利用してナノテク計測の分野に利用しているので、テキサスインス
トメントが作ったナノテクの製品に使われているキーパーツを持ってきて、そ
れにレンズとかを組み合わせて、全く違う用途に応用した装置も作られている。

（9）受注活動
直接的な営業活動はあまりやっていない。同じような事業分野で規模の小さ
な会社が 300 社ぐらい集まり展示する展示会が、年 2回開催されている。パシ
フィコ横浜（みなとみらい）を会場に「国際画像機器展」（12 月）、「画像セン
シング展」（6月）が開催されているのだが、3日間でそれぞれ 2～ 3万人が来
場する。この展示会で年間受注量の半分ぐらいが決まる。つまり、展示会に出
展すると、非接触で検査をしたいという客が沢山集まっており、自分の要求に
マッチする仕事をしている会社を探してゆく。他の展示会と併設になることも
あるので多いときは参加企業が 400 社ぐらいになる。しかし、海外からの参加
はあまりない。中国、韓国、台湾の企業ぐらいで、たまにドイツの会社も来る
が、出展は日本企業が主体である。
残りの仕事の 3割はホームページを見て直接コンタクトして来るケースや商
社が直接来るケースで、残りの 2割は人脈みたいなもので、今までの付き合い
で紹介されてくるケースである。「こんな物できますかという単純な問い合わ
せ」を含めて年間 300 件ぐらいの話を受けている。多くの問い合わせに対して
は、その場で断るケースも多い。積極的に売り込みに行くのはピンポイントに
なり、せいぜい１、２社／月である。売り込みに行くよりも ､先方から依頼さ
れる方が多く、少ない年でも 100 件ぐらい ､多い年で 300 件ぐらいにもなる。
1回の展示会で名刺を置いて ､具体的な話になるのが少なくても 50 件、多
いときには 80 件ぐらいになる。中には困っていて持ち込んでくる人もいる。
この展示会の主催は民間であるがこれらの展示会で同社が 3次元計測関係の
技術的な相談窓口を担当しており、年 2回開催で 10 年間ほど担当してきたこ
ともあって、ある程度、知名度を高めることができている。競合メーカーが技
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術的に対応できない場合にお客さんを連れて相談に来たりする。「一緒に考え
てくれ」という。
経産省の関東通産局から中小企業の光技術の応用でヒヤリングを受けたこと
があるが、小さな会社が沢山あってつかみ所がないのが現状である。カメラを
作っている会社とか ､光源を作っている会社が多い。我々は大学とか NTTと
いったところとのネットワークが関係が強い。物を見せられると「うちではで
きない、あの会社ならできる」とそのまま紹介してしまうことも多い。逆に紹
介されてくるケースもある。お客さんは大手企業なので無理なことまで引きう
けると、かえって迷惑をかけてしまう。
展示会にもいろいろな物があっていろいろ出したが、一番ビジネスになるの
は前述の 2つの展示会であった。食品の分野の人も来る。食品はさわれないの
で、非接触で太さ、幅、長さを見ていかないとならない。カメラでみて済む範
囲ではなく、太さとか高さとかになると我々の技術が使える。棒状の焼き菓子
の太さも測るし、本マグロも測る。自動的に冷凍マグロの皮をむく機械を作っ
ている会社が、何処まで削っているかが解らないので、マグロを置いてレーザー
で測って ､ 3 次元のモデルでつくってくれという依頼であった。本マグロが高
いので人間に適当にやらせると、10 万円分ぐらい皮にくっついて行ってしま
う。ネギトロの材料にはなるが、身として売る分が減ってしまう。
レーザー測定技術で最先端の分野は事業展開に至っていない。そこは大学な
どに任せて、最先端ではないが採算がとれる未開拓分野を狙ってきた。当初は
マーケティングに困っていて、認知されるまでに 5年ぐらいかかっているが、
一回実績ができると継続的な取引先が増えてくる。
原子炉の検査でも一回実績を作ったら、関連する他社からも依頼されてい
る。原子炉の中の金属表面は放射線と熱で歪みが溜まってしまう。出力の大き
なレーザーで焦点を絞って当てると表面の応力解放（レーザーショトピーニン
グ）ができるが、これを企画した会社が、中に入って実測でどういう形になっ
ているかが解らないとレーザーの焦点を絞れないので、測る方法を手伝ってく
れと依頼された。「我々が測ったデータを転送すると別のロボットがレーザー
を当てる形になった」と、このケースでは測ることはできるが ､「放射線に対
してどうするかは解らないので、設計図面などの技術資料を全部渡すので後は
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やってください」という形の契約である。
このように展示会や付き合っている大学からの紹介で来る仕事が多い。行政
が商社を集めて ､中小企業に展示させることをやっているが ､同社ではあまり
成果を得ていない。うまくゆく会社もあろうが、同社のような事業分野には全
くマッチしていない。「県から言われて中小企業見本市に東京、大阪で 1回出
したが、我々が想定しているお客さんが全く来ないので、1回だけで止めてし
まった」という。

（10）学会活動
計測自動制御学会の編集委員（H23 年度まで）をやっており、学会を通し
て計測の分野の先生との交流がある。学会の理事会、編集委員会、あるいは
原稿依頼など、毎月３～ 4本の査読が来るので ､論文を読んでいて、面白けれ
ば直接電話をして ､査読以外にもお付き合いをしている。学会論文は社員全員
でみれば今までに 20 本ぐらい掲載されている。1人はアメリカの SPIE（The 
International Society for Optical Engineering）に論文が通って招待公演に招
かれた。また、電気学会には東北電力の研究員と共同で発表したりしている。
しかし、「お客様からお金をいただいてやっているので、お客さんが発表する
なら問題ないのだが、発表できるものが無い」と、顧客次第でもある。東北電
力は研究所なので積極的に学会に発表している。似たようなケースで間接的に
発表することはいくつかある。「トライポロジーの世界ですが ､NTTの人とヘ
ルシンキで発表しました。NTTの研究所にガリウムヒ素のウェーハーを如何
に平らに削るかというテーマで研究をしていた方がいて、ポリシングの機械の
力制御とかいろいろ工夫しないと削れない。機械的化学的方法だが、ラップ盤
の制御が大変でその制御をやった」結果の論文が採択されて発表した。削る方
はわからないが、ある力が加わったら瞬時にフィードバックをかけてゆるめる
など、削られている部分の状態を推定しながら、ある一定条件を保つのにおも
りを載せるだけでなく、監視しながらまわすといったやり方であった。
学会は計測自動制御学会、電気学会、応用物理学会、精機学会 ､自動車技術
会とか社員全部で 6つか 7つ入っている。学会発表をするためと言うよりも ､
技術の流れを見るために入っている。学会の中での人的交流も目的となってい
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る。

（11）従業員の採用、処遇、育成
設立時に、コパル電子で働いていた頃に、同僚がどういう仕事ができるかを
見ていたので、専門分野ごとに 1人ずつ採った。その後、新卒者を 3人採用し
ている。2人は大学と共同研究をしていたときに、来ていた修士卒の学生であ
り、もう 1人はゲームの専門学校卒で、ソフトウェア開発に長けた人で、CG
ゲーム製作で賞をもらうなど、ゲームソフトの世界では若くして少し有名な人
間である。
画像処理には 3次元データを扱うが ､それを動かすので、ソフトウェアレベ
ルで見るとゲームと変わらない部分がある。ポリゴングラフィックスは我々の
世界でも使うが ､ゲームの 3次元表示の主流である。レンズの設計をするとき
に光線追跡をやるが ､これもゲームの世界で普通にやっていること。
なお、これまでに辞めた人はいない。定着率を高めるために ､全員年俸制に
している。毎年面談で調整しているが、少人数なので自分の実績を周りが全員
知っている。「大体これぐらいでどうだ」と調整する。年俸を 12 で割って ､支
払っており、ボーナスは定期的にはない。3月決算なのだが、決算の時期に利
益が出ると、株主への配当、会社の内部留保、従業員へと 3分の 1ずつ還元し
ている。あとは積極的に増資のタイミングで少しずつ株主にしている。12人中、
株主でないのが 2人で、10 人が出資者になっている。1人 1人に経営的な感覚
を持って仕事をして欲しいということで、このようにしている。自分がサボれ
ば自分の株の価値が下がる。利益がでればボーナスと株主配当がもらえる。業
績が悪ければ給料も最大 20％下がることはある。上げ幅は特に制限していな
い。また、能力を年齢では見ていないので、年齢と処遇は関係ない。
正式な形で外部に研修に行くことはないが、共同研究で大学に出向くことが
少なくないので、それが実質的に研修となっている。しかし、設備面では、大
学は貧弱なので、むしろ見に来ることが多い。外部での研修では専門を深める
ものよりも ､むしろ、光の担当者が ､機械やソフトなど技術の幅を広げる研修
に参加している。
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企業事例 2　東レ（12）�

（1）会社概要
東レは ､1926 年に三井物産から分離独立して設立され、繊維素材のレーヨン
を発明したことで知られる。その後、数多くの素材を生み出し発展してきた会
社であり、そのコア技術は「高分子化学」「有機合成化学」「バイオテクノロジー」
「ナノテクノロジー」の 4つである。現在は、環境・水・エネルギー、情報・通信・
エレクトロニクス、自動車・航空機、ライフサイエンスの 4つを重点領域とし
ている。連結ベースで世界 23 の国、地域で事業を展開しており、先端材料を
開発して、グローバルに事業を展開している総合化学メーカーである。なお、
従業員数は単体では6,797人、連結では38,740人（2011年 3月末）となっている。
1962 年には材料研究の拠点として ､基礎研究所を設立し、2003 年には同じ鎌
倉の敷地内に融合研究の拠点として先端融合研究所を、さらには 2010 年には
基礎研究力の強化を図り、革新的な先端材料を継続的に創出することを目指し
て、先端材料研究所を新設している。

（2）ナノテク分野の実情
もともと東レのコア技術は高分子化学、有機合成化学、バイオテクノロジー
であるが、ナノレベルの制御・加工を行うことで多くの応用分野に展開されて
きた。具体的には、レーヨン生産から始まり、ナイロン・ポリエステル・ア
クリルという 3大合成繊維などの画期的な新製品を世に送り出し、ここで培わ
れた高分子化学や有機合成化学 ､バイオテクノロジーという東レのコア技術を
ベースに新たにコア技術に加えたナノテクノロジーなどの先端技術との融合な
どで技術の体系を広げ ､高機能フィルム、エンジニアリングプラスチック、炭
素繊維複合材料、電子情報材料・機器、高機能分離膜、医薬・医療材など基礎
素材から加工製品まで幅広い事業を展開してきている。（図 2参照）
ナノテクの定義もいろいろあるが、nm単位の領域と言うことであり、ナノ
チューブとかが注目されているが、同社では炭素繊維とか ､水処理でナノレベ
ルの構造制御をだいぶ前からてがけてきた。近年になって、ナノテクノロジー
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が注目されてきたが、長年にわたり広範な事業分野でナノテクノロジーを駆使
してきたので、ナノテクでの売り上げといった切り口では各種資料は整理され
てなかった。

図 2　コア技術からの展開
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図 3は事業セグメント別の財務データであるが、繊維、それから派生したプ
ラスチック・ケミカル分野の売り上げがまだまだ多く、炭素繊維、複合材料の
分野は急成長中であるが、これからの分野でもある。

図 3　事業セグメント別の財務データの推移

　　　　　　　　　　　                      2010年度

図３　事業セグメント別の売上高、営業利益の推移
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東レは、地球環境問題や資源・エネルギー問題を解決し、脱石油資源の潮流
を捉え、持続可能な低炭素社会の実現に貢献するため、「ケミストリーの力」
を駆使してグリーンイノベーション事業をグローバルに展開することを計画し
ている。具体的には 2007 年度に全体の 13％であったグリーンイノベーション
事業の売上高比率を、2013 年には 30％に、2020 年近傍では約 33％に向上する
としている。（図 4参照）そのために、2011 年度以降 3年間で投入する 1,600
億円規模の研究開発費の内、50％をグリーンイノベーション関連の研究・開発
に充当するとのことである。
表４に示すような戦略的拡大事業および重点育成・拡大事業での成長が期待
されている。ナノテク分野ではナノマテリアル、ナノ構造制御、ナノ表面処
理、ナノプロセス（ナノ加工）、ナノ分析などの技術領域を融合することによっ
て ､小さくすることによって物性が変わったりするナノ効果が現れるが、それ
をうまく制御することで新規特性を発現し、物性を飛躍的に向上できる可能性
が高い。カーボンナノチューブ（CNT）、ナノ粒子（ナノ分散）、ナノアロイ、
ナノコンポジット、化学修飾、ナノコーティング、ナノインプリント、ナノ積
層、ナノ形態観察、ナノ構造解析・組成分析などがあり、さらに、バイオマス
（PLAなど）製品群、水処理分離膜、炭素繊維複合材料、燃料電池、太陽電池、

図 4　グリーンイノベーション事業の売上高推移
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環境分析などへの事業への応用が目指されている。

（3）経営組織と事業化推進体制
同社の組織は図 5のように機能本部制であり、営業、生産、研究・技術開発
がそれぞれ別々の組織になっている。事業本部 ､生産本部 ､研究本部と別れて
おり、研究･技術開発全体を連携させる組織として技術センターがあり ､ここ
の責任者は副社長クラスである。技術センターは固定した組織と言うよりも ､
どちらかと言えばバーチャルな組織であり、全体の連絡会議 ､調整会議などが
中心的な役割である。なお、ナノテクという名前がついた部署はない。
既存の製品分野に対応したような研究・開発の成果は ､各分野の技術部に移
り、生産本部で具体的な生産についての検討がなされて ､事業本部に引き継が
れるという流れで社内的に技術移転がなされる。しかし、最近の研究成果で出
てきた DNAチップのような既存事業にないような物は新事業開発部門という
インキュベーションセンターがあり、ここが一度引き取って顧客とやり取りを
しながら実用化に向かって推進し ､少量生産・販売まで担当する。この場合に
全員が新事業開発部門に移ってしまっては研究がストップしてしまうので、開
発のスタッフが加わり、研究者を研究所に一部残す。そして、医薬･医療事業
本部に機能移管する段階には ､新事業開発部門からそこに全面的に移管され
る。この場合も、研究機能は研究所に残り、革新的なＤＮＡチップなど新たな

表 4　事業区分～研究開発分野～セグメント表
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出所：「2010 年度知的財産報告書」東レ株式会社 IR 室、2011 年 12 月発行
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バイオチップの研究･開発を推進する。

これら全体が技術センター管轄下の組織ではあるが、全体では 3000 名以上

図 5　組織図
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が在籍している。この中で「研究」を担当する研究本部は約 4分の１、人数的
には生産本部の技術関係部署が一番多く ､生産トラブルや顧客からのクレーム
対応 ､そして改良開発を担当している。
たとえば、耐熱性を 20℃上げたいと言うことになると、それは素材から見
直さないと無理なので研究本部の担当になる。技術関係部署は各工場のそばに
張り付いている。

（4）ナノテクノロジーの事業化
ナノテクノロジーの事業化には、図６に例示するように、設計型ナノテクノ
ロジー（ニーズ型）と発見型ナノテクノロジー（シーズ型）の２つの方向がある。
設計型ナノテクノロジーはもともとニーズがあるのだから設計どおりの機能
を発現してくれれば、開発体制の構築、量産化技術の確立、インフラ整備、マー
ケティングなどは経験も実績もあるので比較的問題は少ない。ところが、発見
型ナノテクノロジーでは、どんどん薄くしていったら、あるいはどんどん細く
していったらある特性が出てくる。たとえば何かの特性を測ったら強度が上
がった。では何に使えるのだろうか？ニーズへの結びつけをやらなくてはなら

図 6　ナノテクノロジーの事業化
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ない。物と結びつけはできても、全く新しい物に繋がる場合があり、経験・実
績が少ないため、製品開発の段階がネックになってくる。
ニーズ型の場合は設計どおりの物が作れるかがネックであり、シーズ型は物
があるのだが、具体的な製品開発を始め、新しい事情開拓などを含めて、ネッ
クとなる部分が多い。
図 7は設計型ナノテクの例である。磁気テープ用のフィルム表面だが、フィ
ルムの研究は長期に取り組んできた分野である。表面がラップフィルムのよう
に平滑だとフィルム同士が貼り付き、テープが走行しないので、フィラー（充
填剤）を入れて表面にブツブツを作って滑り易くすると、その上に磁性体層を
形成するので今度は磁気特性が悪くなってしまう。そこで、でこぼこをうまく
制御してあげれば、記録特性を落とさずに摩擦係数を下げることができると言
うニーズがはっきりしている。
ではどのような方法で実現するか、ベースとなるフィルム表面にフィラーを
含んだ 300nmの層を載せることに成功した。この結果、設計通りの均一なで
こぼこの形成に成功し ､世界の 7割の磁気テープ用フィルムはこのタイプに変
わった。設計通りのものができたし、成果も上げたので大河内記念の生産特賞

　図 7　フィルムの表面形成 - 設計型ナノテク -
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を受賞している。
次に、発見型の例は図 8の例だが、積層フィルムの膜厚をどんどん薄くして
いったら 1層の厚みが 5nmの層ができた。ポリマーなので加熱すると当然収
縮する。ある程度の厚みまでは熱収縮率は連続的に減少していくのだが、ある
厚みから急激に熱収縮率が低下して特性が良くなる。いわゆるナノ効果である。
同じように共重合させた層なのだが、通常の PETフィルムだとそれぞれを
貼り合わせても破れてしまうが、ナノ積層にしてガラスに貼ると、ガラスは割
れるがフィルムは破れない。防犯用／安全用のガラス保護フィルム（リンテッ
ク社が製造）、光学機能フィルムなどに用途展開されている。
物を作るには CO2 が必ず発生する。カーボンファイバーを作るときも熱が
必要なので CO2 は発生するが、カーボンファイバーを使うことによって軽量
化が可能で、トータルで見れば CO2 を減らすことが可能となる。同社では、
プロジェクトエコチャレンジとして、製品ライフサイクル全体の CO2 削減を
狙いとした環境問題への取り組みをしている。
図 9のようなテーマに取り組んでいるが、太線枠で囲ったテーマがナノテク
に関連したテーマである。多くの分野でナノテクが利用されていることが理解
できよう。

図 8　ナノ積層フィルム - 発見型ナノテク -
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図 10　炭素繊維：「強さ」の極限追求／表面欠陥抑制
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図 9　プロジェクト“エコチャレンジ”
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引張強さで注目された炭素繊維であるが、最初に開発された 1970 年頃はミ
クロンレベルの表面欠陥抑制が限界であったため、引張強度は 3GPaぐらい
であった。これが 1990 年頃にサブミクロンの欠陥抑制が可能になり、倍の
6GPaぐらいに上昇し、さらに 2000 年頃にはナノサイズの欠陥抑制が可能と
なったために、3倍以上の 10GPaぐらいに上昇している（図 10 参照）。今や、
世界一の強度を誇っており、現在東レは世界一の炭素繊維メーカーになってい
る。
1トンの炭素繊維を作るのに約 20 トンの炭酸ガスが発生するが、それを樹
脂との複合材料である CFRP化して自動車の 17％に利用すると ､約 30％の軽
量化ができて 10 年間でのライフサイクル CO2 削減効果は 50 トンとなる。同
じく、飛行機に CFRPを 50％使用すると約 20％の軽量化ができて、約 1400
トンものライフサイクル CO2 削減効果になる。

PAN系高性能炭素繊維は 1961 年に大阪工業技術試験所の進藤昭男博士が基
本原理を発表し、東レはこの頃から本格的な研究に着手し、1971 年に本格生
産を開始している。当初は釣り竿、ゴルフクラブに使われていたが、75 年に
はボーイング 737 の二次構造材として採用され、ボーイング 777 には 7 トン、
最新の 787 には 30 トンも使われている（東レ推定）。
もともとアクリルの原糸を製造はしていたのだが、それを焼いて炭素繊維を
作っても、なかなか収益が上がらなかった。「炭素繊維の本格生産から社長は
六代目（取材当時）になるが、なぜがんばれたかというと ､炭素繊維はたぐい
まれな特性を持っているので、必ず使いこなせば第二の鉄になると信じて、あ
きらめないで 50 年以上がんばってきた」と、用途開発が難しかったのだが、
炭素繊維を作って、そのための樹脂を開発し、これらを複合させる CFRP成
形加工の方法を垂直統合して技術開発をしてきた。「炭素繊維の開発に関連し
ては、東レとしても多額の投資をしてきたし、国からもナショナルプロジェク
トなどで多くの支援を受けている」という。「炭素を如何にきれいに並べ ､如
何に欠陥を無くしていくかということなのだが、それをどう制御するか、異物
が入ったりで、なかなか難しく、コスト的に見合う作り方でやることに力を入
れてきた」。
水処理の分野では、逆浸透膜（RO膜）のコンセプトは 1953 年に発表され
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ている。1968 年に研究を始め、1980 年には RO膜の本格生産を開始した（超
純水プラント）。1996 に大型河川水の淡水化プラント、2001 年に大型海水淡水
化プラントをそれぞれ納入している。東レは、精密濾過（MF）、限外濾過（UF）、
ナノ濾過（NF）、逆浸透（RO）の 4種類の水処理用分離膜を世界で唯一自社
開発してもっており、海水淡水化とか、河川水の浄化とか、下水再利用などに
使われている（図 11 参照）。

RO膜は 2種類の原料溶液を界面重合させて、できた物を引っ張っていく作
り方によって作られる。これに対して、家庭用浄水器などに用いられている膜
は中空糸膜といい、繊維と同じように溶けたポリマーを特殊な口金を使ってス
トローのような中空状の繊維にする溶融紡糸法で作られており、人工透析の膜
も同様の方法で作られている。
現在、海水淡水化で問題になっているのはホウ素の除去である。ホウ素は不
妊症や柑橘系の立ち枯れで問題になっている。ホウ素は水中ではホウ酸として
存在し、水分子と大きさが近く除去が難しい。ホウ素を取ろうとして RO膜の
孔径を小さくすると水が出なくなってしまう。水よりも大きいがホウ素を通さ

図 11　水処理用分離膜の種類と表面構造　
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ない孔径の分布をシャープにする高分子膜構造の緻密化を精密分子設計とナノ
加工技術により実現した。すでに、シンガポールの海水淡水化プラントで大規
模に利用されている（図 12 参照）。
燃料電池の高分子電解質膜もナノオーダーで分子の通る孔径のコントロール
をしている。バイオケミカルズ製品であるが、既に生分解性のあるポリマーと
して、ポリ乳酸（PLA）があるが、プラスチック材料としては、耐熱性が低
いとか ､加水分解しやすいとかであまり筋のよい材料とはいえない。ナノアロ
イと呼んでいるが ､複数のポリマーの分散状態をナノレベルで制御することに
よって、基本特性を変えて、耐熱性を 100℃以上でも使えるように上げ ､加水
分解性も抑えたことで、使いにくかったポリ乳酸がもろもろの材料に使えるよ
うになっている。
ナノテクノロジーは構造制御という意味では 40 年、50 年前からやってきた
ことである。それぞれの分野で研究をしてきて ､ブレークスルーできれば製品
化に繋がっていくと言うことである。

図 12　高ホウ素除去RO膜
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（5）産学連携、外部機関／企業との連携
産学連携も含めた社外連携は 150 件以上あり、大学 ､公的研究機関関係が
40％（約 60 件）、企業が 40％である。残りの 20％はベンチャー企業とか、病
院とかである。ナショナルプロジェクトは図 13 のように 30 件強で推移してい
る。2001 年頃は 10 件ぐらいと少なく ､自前主義でやってきたのだが ､今はナ
ショナルプロジェクトを受けることで大学などとの連携がやりやすくなってい
るとのメリットも感じている。
「炭素繊維のような先端材料の研究･開発を競合会社と組むことは考えられな
いが ､リサイクルのようなテーマではナショナルプロジェクトの方が先生を中
心に組織化されることもあって、他社とも交流ができるし、連携しやすく、外
の情報も得やすくなるとの理由から、2002 年ぐらいから積極的に参加し始め
た」という。外部資金を活用することでR&Dの費用を捻出できるというメリッ
トもあるが、外部資金の獲得が第 1の目的ではないので、「我々の R&Dの規
模から行けば 30 数件ぐらいで丁度よい」と判断されている。
先端融合研究所（鎌倉）にあるオープンラボには、３つの大学の研究室が入っ
ている。セキュリティの問題があって、以前は難しかったが ､今は、むしろ大
学院生に企業の研究がどのようなものかを知って貰うことで優秀な人材を確保
する意味でも効果的と考えている。
「他社ではナショナルプロジェクトの専門の部署を作っている例もあるの
で ､ これからはこのスタイルが増えそう」とのことである。「鎌倉は研究所だ
けで独立しているので、セキュリティ確保がしやすく、まず先端融合研究所で
試行してみた。うまく行けば他にも拡大する可能性はある」と独立した場所に

図 13　国家プロジェクト参画状況の推移
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ある研究所の方がやりやすいといえよう。
企業との連携は、「お客さまからオファーが来る場合もあるし、我々からお
声をかける場合もあるし」、いろいろなケースがある。
また、グローバル研究体制の構築を進めている。サンフランシスコに情報拠
点を設けて情報を収集しているが、海外に留学生を出して ､それを核とした交
流もやっている。ボーイングの工場がある米国ワシントン州では複合材料研究
所の分所があり ､ワシントン大学との交流もある。また、シンガポールに地球
環境研究所の分所（水処理研究）を 2009 年 9 月に南洋理工大学内に設置した。
韓国も 2008 年に高麗大学内に立ち上げた。中国（上海）には研究所を作って
2百数十名の研究者がいる。90％以上が中国人で上海交通大学などの有名校か
らも採用している。
中国は国策で繊維関係の先端技術を求めているし ､彼らは数だけではなく、
質的にも優秀である。もう､日本は中国に論文や特許で抜かれてしまっており、
アメリカのドクターの数でも中国人が非常に多いし、昔の日本人以上に知識欲
と向上心も強く ､経済力もあるのが中国に研究所を設けた理由でもある。

企業事例 3　NTT-AT ナノファブリケーション（株）（13）

（1）会社概要
NTT-ATナノファブリケーション（株）は NTTから見れば孫会社にあたる。
親会社にあたる NTTアドバンステクノロジー（株）は表５に示すようなもの
だが、ここは電電公社の時代である 1976 年に 100％子会社として設立されて
おり、NTTの研究所からのノウハウを普及するために技術移転を狙いとして
設立された会社である。現在ではソフトウェア関係の開発事業が中心となって
いる。

NTT-ATナノファブリケーションは NTTアドバンステクノロジー（株）の
100％子会社として、2003 年 4 月に設立されており、事業分野は表６のように
ナノ領域の微細加工を中心とした応用領域である。資本金は 2億円、売上は 8
～ 10 億円／年、最初の 2年はあまり利益が出ていなかったが、その後はプラ
スが続いている。
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表 5　NTTアドバンステクノロジー（株）の概要

　1976 年（昭和 51 年）12 月に設立され、資本金 50 億円（日本電信電話株式会社
100％）、売上高 564 億円（2009 年 3 月期）、社員数 1,990 名（2009 年 3 月 31 日現在）
である。
（事業内容）
1.インフラ系事業
　 ネットワークインフラ系ソフトウェア開発、次世代ネットワーク（NGN）等の
サービスアプリケーション関連ソフトウェア開発など、

2.ソリューション系事業
　 システムインテグレーション、関連ソフトウェア開発、企業ネットワークの構築・
保守・診断など

3.プロダクトセールス系事業
　ネットワーク関連商品販売・検証、先端材料開発・分析、光関連製品開発など

（グループ会社）
＊  NTT-ATシステムズ株式会社（資本金 9,500 万円、従業員数 61 名、2000 年 10
月設立）

＊ NTT-ATテクノコミュニケーションズ株式会社（2億円 ､97 名、2000 年 10 月）
＊ NTT-ATアイピーシェアリング株式会社（2億円 ､130 名、2001 年 8 月）
＊ NTT-ATクリエイティブ株式会社（9500 万円、2002 年 7 月）
＊ NTT-ATナノファブリケーション株式会社（2億円 ､2003 年 4 月）
＊ NTT-ATエムタック株式会社（1500 万円、1984 年 12 月）

（2）事業分野
NTT-ATナノファブリケーションでは、特定の製品を出すと言うよりも、
試作品の加工技術を提供しているのだが、一部にはリピートの半製品のような
ものもある。

NTTの研究所の 1つである LSI研究所（今はこの名前はない）の研究開発
の成果で、具体的には薄膜形成技術、電子線描画技術、X線露光技術、エッチ
ング加工技術、微細計測技術の基盤技術だが、これを NTT-ATナノファブリ
ケーションが商品領域にしており、その応用領域でもある（図 14）。
①　ナノインプリント／成形モールド／次世代リソグラフィ用マスク
②　高精度光学部品
③　X線光学部品
④　メンブレン基板、ステンシル部品、メンブレンMEMS
の 4領域になり、いずれもナノ加工技術に関連した領域である。そして、ビ
ジネスとして展開されている分野の顧客は、エレクトロニクス分野、ナノイン
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プリント分野、光学分野、X線分野、バイオ・環境分野などである。
技術としては半導体の研究の中で確立してきたものだが、材料などが全く異
なるので ､普通の半導体を作るのとは全く異なる。お客さんから個別にパター
ンを依頼されて開発する受託加工サービスもおこなっている。

表６　NTT-AT ナノファブリケーション（株）の事業分野

＊微細加工サービス
　電子ビーム描画、エッチング、SiN膜・SiC膜基板（膜応力制御）
＊モールド・金型
　 ナノインプリントモールド（Si製、石英製、SiC製、Ta製）、Ni金型、マイク
ロレンズ　アレイ金型原板
＊光学部品
　石英回折格子、V溝回折格子、反射防止体、光学ピンホール・スリット
＊ X線光学素子・関連商品
 　X線フレネルゾーンプレート、X線チャート、透過型回折格子、メンブレンチッ
プ
　露光用 X線マスク、X線多層膜ミラー
＊計測用部品
　測長スケール、段差スケール
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光学部品（FZP）、6. Auパタン

ナノインプリントとは、何かの小さなパターンを大量に作るときの型を作っ
て ､それを樹脂に転写してナノレベルの精度でのパターンを作るのだが、似た
ようなものだが光の分野でも応用できるし、バイオや環境分野で利用する場合
にも提案して、顧客に特注品として納めている。

X線は特殊で、NTT-ATに NTTの研究所で X線リソグラフィを研究してい
た人達が多かったので、特殊な薄膜の上に金属微細パターンを作るという X
線部品に向いた技術を保有している。これは一寸特殊な分野で X線の最先端
の特殊な分野であるが、そのようなところから依頼が来る。

LSIのパターンよりは、単純な形だが特殊な高さとか、特殊な 3次元形状と
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か、特殊な材料とか ､非常に細いものなどでお客さんの研究に必要なものを提
供している。
実際の製造は厚木の郊外にあるNTTの研究所内にクリーンルームを借りて、
設備の使用料を払う形で製造しており、あるいは自社の設備をそこに置いてそ
れを利用する形である。
これを作っているのは NTT-ATNの社員である。顧客の多くは大学、国の
研究所、企業の R&D（エレクトロニクス関係が最も多く、化学、機械など）
部門である。最近はアジア、韓国、台湾、シンガポールなどの研究機関からの
注文も増えている。特殊加工をしたこれらの材料を研究機関は実験材料として
購入しているのである。

（3）従業員の構成
従業員は 56名（2009 年 4月現在）で、3分の 1ぐらいがNTTの OBの再雇用、
3分の 1は NTT-ATからの出向者、そして残りの 3分の 1が独自採用組（営業・
事務系および技術系）である。NTTの OBのほとんどは NTT研究所で加工
系の仕事をしていた研究員である。

図 14　NTT-ATNのナノ加工技術
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博士の学位を持っている人が 10 人ぐらいいるが、最近はこのような仕事の
性質もあり論文はほとんど書いていない。関連の学会や研究会等から依頼され
て解説記事を書いたりはしている。

（4）マーケット
ナノテク展、マイクロマシン展と言った展示会での商談はあるが、Ｘ線関係
の人は来ないので、Ｘ線関係は学会開催にあわせて開かれる展示会に出展して
いる。ここに来るのは大学などの研究者である。
最近はインターネットで照会が来ることが増えており、ここ数年前からはナ
ノプリント関係への応用をめざす依頼が多かった。応用物理学会にナノプリン
トの研究会があり、そこでの交流があったので、引き合いも多くなった。基本
的にはＸ線分野では個人的なネットワークから依頼されることが多い。
特注品であるので ,仕様が細かく、顧客とのやり取りも多くなる。したがっ
て、海外への販売はなかなか困難である。研究開発段階での実験に利用される
物なので、大量に作るものではなく、おのずからマーケットは限られる。
このように、研究そのものよりも、加工技術の開発に応えることに事業の軸
足が置かれている。

5　まとめ
我が国のナノテク関係の科学技術の国家プロジェクト予算は、事業仕分けの
影響もあり減少しており、ナノテクのブームが去ってしまったほどに思える。
ところが、米国を始め、EU諸国、ロシア、中国、韓国などの国々では次世代
の科学技術分野であるナノテク関連への国家プロジェクト予算は継続的に増加
させている。ナノテク分野は、諸外国に比べて日本が先行していた分野ではあ
るが、現在では急速に追い上げられており、論文や特許の件数では中国に大き
く差を付けられてしまった。今後も競争力を維持できるかどうかが危惧される。
とはいえ、ナノサイエンスからナノテクノロジーへと応用分野での研究が本
格化してきており、さらに、その研究成果をもとに本格的に事業化するケース
が増えてきている。革新的な材料として注目されるカーボンナノチューブとか
フラーレンなどの応用は途についたばかりである。本報告では急速に進むナノ
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テク分野のイノベーションの状況を紹介しながら、事業化に取り組む 3社の事
例に注目した。
企業事例 1のオプトウエア社は小規模の企業であるが、レーザーを利用した
精密計測技術で先行している企業であるが、ビジネスの重点は非接触型の精密
測定装置においている。光学、電子、機械、ソフトウェアの異分野の技術者 4
人がコアメンバーとなって創業しており、この分野での総合的な技術力を発揮
している。事業化を進める上で、マーケティングが大きなネックとなるが、同
社では年 2回開催される展示会で年間受注量の半分を、3割がホームページを
見てコンタクトしてくるケース、そして、残りの 2割が今までの付き合いを通
して紹介されるケースである。特殊な分野の仕事をこなせるので、顧客からの
アプローチも多いといえよう。顧客の大部分は生産技術研究所などの研究開発
部門で、新しい生産設備に組み込むことが多いこともあって、製法上の機密に
なり特許申請をしないケースがほとんどである。日常的には大学や技術セン
ターとの付き合い、学会活動への協力などを契機とした人脈がビジネスにつな
がってくる部分も少なくない。
大企業である事例 2の東レの場合はかなり体系的に社内組織間での技術移転
の仕組みができており、事業目標も明確である。事業化では設計型（ニーズ型）
と発見型（シーズ型）に明確にわけており、前者は元々のニーズに応えるのだ
から、設計通りの機能を発現すれば、量産化技術の確立、インフラ整備などへ
の展開はスムーズである。後者は開発した素材の特性を見極めた上で、用途展
開を考えるのであるので、応用分野の開拓と新たな市場創造につなぐことにな
るので、本格的な事業化までには時間のかかるものが少なくない。
事例 3の NTTナノファブリケーションは NTTの研究所で開発されたナノ
領域の微細加工技術の成果を世の中に普及させる役割を担っており、試作分野
が多いのであるが、注文を受けて製造するオーダーメード生産を行っている。
積極的に売り込むような商品ではなく、むしろ国内外の大学や研究所からの注
文に応ずるので、市場は既にできあがっているし、安定した分野でもある。と
はいえ、商談は展示会を経由することが多く、近年ではインターネットでの照
会が増えている。
このように規模の小さな先端企業は大々的に売り出すような市場になってい

ナノテクノロジー分野での事業化　221

Hosei University Repository



ない分野であるので、マーケティングは展示会が大きな役割を担っている。ナ
ノテク分野の国家支援は R&D関係が中心になっているが、事業化に際しては、
展示会への参加支援、会場代を含めたイベント支援などに重点を置くことが肝
要である。
産官学間のアライアンスは日本ではあまりうまくいっていない。むしろ、学
会活動を通した、大学や民間研究機関の特定の研究者との個人的なネットワー
クが重要である。これは米国の研究でも特定の研究者を核にして研究者や企業
の技術者とのネットワークが広がっていることが論文や特許情報の分析から報
告されている（14）。日本でもそのようなネットワークを意識して、産官学の連
携を探ることを考えるべきであろう。特に学会の役割が一層重視されて良い。
今回訪問した企業では先端産業にありがちな資金繰りに苦労している企業は
無かった。マーケットが極端に急拡大するような分野でないこともその理由で
ある。つまり、素材分野などで本格的な事業化段階に入る場合には資金力も大
いに作用して来るであろう。
一方、人材面ではあまり詳しい情報を得ることはできなかった。欧米を中心
とする諸外国では博士の学位を持った人が事業化の段階で中心的な担い手に
なっているケースが多いのだが、日本では研究者レベルでも修士卒が多いし、
オプトウエアのようにほとんどが理系の学部卒で、それに修士卒が加わる形で
あった。日本でも大学院が充実されるに従って、理系でもポスドクの増加傾向
が顕在化しており、彼らをこの分野にいかに引きつけるかを考えるべきであろ
う。
次世代科学技術分野であるナノテクのイノベーションを一時のブームに終わ
らせるのではなく、より発展させて行くには少数の理系の専門家に任せておく
のではなく、マスコミを始め多くの文系出身者も技術開発の流れに対して関心
を持つことが一番重要である。そのような世の中の関心によって支えられるな
ら、優秀な人材がこのような分野に積極的に参画してくるし、そうなれば日本
の国際競争力の低下も少しは遅らせることができるだろう。
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［注］
（1）ナノは長さの単位であるが、1mm＝ 1000μm、1μm＝ 1000nmとなる。

ナノテクノロジーが対象とするのは 100 ナノメートル未満の領域である。
つまり、1nmは 10 億分の 1mである。地球の大きさを基準にすると 10
億分の 1の大きさはほぼ 1円玉に相当し、人の身長を基準にしたなら 10
億分の 1の大きさは DNA分子に相当する。このようにナノの世界は極小
の世界を扱いどのように高性能な光学顕微鏡をもってしても 1nmの大き
さの粒子を直接見ることはできない。走査型電子顕微鏡（SEM）でも確
認が難しく、通常は透過型電子顕微鏡（TEM）を使って観測する。人の
声の振動まで遮って観測対象物を真空の状態に保ち、それに電子銃で加
速した電子を照射し、透過してくる電子線の解析を行うことでナノ構造
を間接的なイメージとして確認する。ナノテクノロジーとはそのような
超微細な世界に意図的に作り出したナノ構造から導かれる機能を科学的
に、あるいは工学的に関連づけ、利用する科学技術である。

（2）学術的領域をナノサイエンス、技術的領域をナノテクノロジーと呼ぶべ
きであるが、一般的には両方をあわせてナノテクノロジーと称している。

（3）JFEテクノリサーチ（2008）「我が国のナノテクノロジー国家戦略と研究
開発の評価」経済産業省

（4）小石眞純、石井文由（2006）『ナノ粒子のはなし』
（5）阿多誠文、石津さおり、関谷端木、安順花、田辺正剛（2010）「21 世紀の必然、

ナノテクノロジー」『ナノテクノロジーのイノベーション指標』NTS　
p42

（6）事業化に取り組む企業情報については「週間ナノテク」（2006）に詳しい。
（7）この事例部分は 2009 年 10 月 7 日のインタビュー調査結果による。
（8）詳しくは、松島茂「産業構造の多様性と地域経済の《頑健さ》－群馬県

桐生市、太田市および大泉町のケース」橘川武郎他編『地域からの経済
再生－産業集積・イノベーション・雇用創出』有斐閣、2005 年 4 月を参照。

（9）COPAL ELECTRONICSの HPより http://www.copal-electronics.com/j/
profile/index.html（2010/01/08）

（10）『下野新聞』2009 年 10 月 1 日より
（11）『日本経済新聞』首都圏経済･栃木　2004 年 6 月 24 日
（12）この事例は 2009 年 10 月 12 日のインタビュー調査結果をベースに 2012
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年 1月に追加取材した結果による。
（13）この事例は 2009 年 10 月 9 日のインタビュー調査結果による。
（14）Jan Youtie, Philip Shapira, Alan L. Porter （2008）
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The age of information technology (IT) followed the age of electronics; 
the nanotechnology age is expected in the near future. Until around 2009, 
many government projects were implemented in the nanotechnology 
field. Later, while the Japanese government's budget for nanotechnology 
development was reduced, the United States, EU countries, China, Korea 
and other countries continued expanding their research and development 
investment. Japan was left far behind by the United States and China in 
terms of the numbers of published papers and patents, which is a matter of 
great concern.

Japanese corporations, however, are known for their strength in 
commercializing nanotechnology; in recent years, business projects 
applying nanotechnology are becoming plentiful. This report introduces 
rapidly occurring nanotechnology innovations and nanotechnology 
commercialization case studies where nanotechnology is used in business, 
examining how government policies can and should support such 
businesses.

Many advanced technology companies consider trade shows as technology 
exchange forums, where they can exchange technological information 
with researchers from other companies, universities and other such 
research institutions. The forums are not merely for business negotiations; 
advanced technology companies are working hard to build a network of 
personal contacts. To help them apply their technology to business projects, 
policies that encourage companies to participate in trade shows, including 
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assistance with exhibition fees, are effective.
The government has been arranging for and working to build an industry-

government-academia alliance, but such alliance building has never 
worked. Helping university researchers and private research institutes 
build networks in academic societies, which lead to joint research projects, 
is more important. An American study analyzed published papers and 
patent information and found that networks of researchers and corporate 
engineers are built around key researchers. The Japanese government's 
fostering of the industry-government-academia partnership should consider 
such network building. For this, academic societies where experts gather 
together are required to be more active.

In order to drive nanotechnology innovation, which will be the next-
generation scientific technology, it is important that mass media and the 
public stay interested in and keep supporting technology development 
and advanced technology, rather than leaving them to experts. Otherwise, 
attracting excellent human resources to advanced technology fields will be 
difficult.
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